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近年，日本で頻発する大規模災害において，避難行動要支援者の被害が甚大である．地震等の突発的な

災害とは異なり，データに基づき予測できる場合が可能であり，災害の進行速度が比較的緩やかな水害に

おいても同様に多くの被害が出る．しかし，水害時において被害が拡大する前の早期避難が実現すれば人

的被害を大幅に軽減することが可能である．そこで本分析では，現在の面的かつ同時に提供される避難情

報法で課題となる，避難により多くの時間を必要とする避難行動要支援者への対応を考慮するため，身体

状況や地域特性に着目し，町字ごとに細分化された新たな避難情報提供法による人的被害の軽減を目的と

する．本分析を通じて，石川県小松市を流れる一級河川である梯川の「河口より5km左岸地点」で氾濫し

た際の被災実態と，情報提供を変化させることによる町字別の影響が明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

近年，我が国では北海道胆振東部地震を始め，平成

30 年 7 月豪雨や平成 29 年九州豪雨など大規模な災害が

が多発している．突発的な災害である地震とは異なり，

水害はデータをもとに予測できる場合が多い．また，水

害は災害の進行速度が比較的緩やかであるため，被害が

拡大する前の早期避難が実現することで，人的被害を軽

減することが可能である．しかし，平成 30 年 7 月豪雨

において死者237人，行方不明者8人，負傷者432人 1)も

の犠牲者がでた．特に被害の大きかった岡山県倉敷市真

備町地区では，最初の堤防決壊が確認される 4分前に避

難指示が発令され，降雨のピークが夜から未明だったこ

とも重なり，多くの住民が逃げ遅れ犠牲となった 2)．ま

た，犠牲者のうち 7 割超が 60 歳以上と健常者と比較し

災害時の状況把握や避難行動，自身の身を守るための行

動が困難である高齢者を初めとした避難行動要支援者へ

の適切な対応ができていない実態を浮き彫りにした 3)．

災害時，自力での避難が通常の者より難しく避難行動に

支援を要する人々を災害弱者と言い，それらは

CWAP(Children, Women, Aged, Poor)と称される．CWAP の

中でも特に高齢者や疾患者をはじめとした避難行動要支

援者は，災害時に限らず自己行動力が低く，災害時には

健常者と比較し避難により多くの時間を要する．避難行
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動要支援者のうち入院している人は，水害時に病院での

対応を受けることが出来るが，自宅に居住している避難

行動要支援者は，自宅にいる可能性が高く，自力での避

難を必要とされる．そのため，避難情報を提供する際に

は，住民の避難意思にかかわらず，受け手の身体状況や

地域特性等を考慮し，健常者のみならず避難に多くの時

間を要する避難行動要支援者が最寄りの避難所まで移動

するに十分な時間を与える必要がある．町字ごとに避難

に必要な時間を把握し，住民への適切なタイミングでの

町字ごとに細分化された避難情報提供を行うことで早期

避難が実現すれば，被害を大幅に軽減することが出来る． 

本研究では，石川県小松市を流れる一級河川である梯

川における被災リスクや避難行動に多くの時間を要する

高齢者を始めとした避難行動要支援者がどのように分布

しているかを明らかにし，大規模水害時の避難行動要支

援者と町字別の想定されうる被災状況を推計することで，

人的被害が多いと予想される町字の把握を行う．また，

破堤後における浸水想定範囲の時間経過と避難行動要支

援者と避難所の分布の関係を明らかにすることで，避難

行動要支援者の避難に必要な時間の算出を行う． 

現在の避難情報は面的に出されており，避難により多

くの時間を必要とする避難行動要支援者が逃げ切れず犠

牲となるといった，災害弱者への不十分な対応が課題と

なっている． 

そこで本研究は，「避難行動要支援者の分析」，「時

間経過による浸水被害の分析」，「避難行動要支援者の

避難行動の分析」を通じて破堤点や避難所からの距離と

いった地域特性や避難行動要支援者といった居住者の個

人属性を考慮した新たな避難情報提供を行うことで人的

被害の軽減を目指す．  

 

 

2. 既往研究 

 

これまでに水害時の避難所行動に関する研究や，

KDB データを用いた避難関する研究は数多く行われて

いる． 

町田ら 4)は，首都圏を貫流する荒川下流域の江東デル

タ地域を検討対象地域とし，対象地域の人口統計データ

及び将来人口推計データをもとに過去人口，現在人口，

将来人口という次第に高齢化率が高くなっていく各々の

年齢人口構成比に基づく避難シミュレーションを行い，

一定の浸水条件および避難シナリオのもと高齢化率の高

まりによる人的被害の程度を定量的に評価した．高齢化

率は 2010 年の国勢調査のものを利用した．高齢化社会

が進展した場合、避難支援策の実施より一定の効果は見

込まれるが，その効果を確実なものにするために，より

早期の避難開始が必要となることを改めて示唆した． 

及川ら 5)は，住民の持つ様々な災害知識が，災害意識

の形成を介して，洪水時の住民の対応行動に与える影響

を明らかにすることを目的とし，種々の災害知識の中で

も住民の持つ過去の洪水経験を取り上げ，住民の洪水経

験が，災害意識を介して洪水発生時の避難行動に与える

影響の構造を分析した．福島県郡山市を対象地とした結

果，河川洪水の経験は必ずしも避難行動を迅速に導くと

は言えないことが，洪水経験における被害程度，伝承，

時間経過などとの関連のもとで指摘した． 

片田ら 6)は，住民個人の災害意識の変化を介して，河

川洪水時における様々な対応行動の形成に影響を及ぼし

ていると考え，個々の住民が過去に経験した水害に着目

し，その水害経験の形態の違いが，河川洪水時の避難行

動の意思決定プロセスに与える影響を分析した．洪水経

験ならびに被害経験の影響を比較すると，洪水経験は避

難開始の時期を遅らせるのに対して，被害経験は不安に

なる時期を早めていることなどから，洪水経験と被害経

験が避難行動の意思決定プロセスに与える影響は大きく

異なることがわかった．さらに多くの事例から検証を重

ねる必要があるが，風化過程にある古い洪水経験は，被

害の有無に関わらず避難の時期を遅らせるよう作用する

傾向にあり，それを考慮した重点的な災害教育が必要で

あることを示唆した． 

藤生ら 7)は，対象となる分析地域に住む脆弱な人々の

数を，町字単位で特定し，現実的で効率的な避難支援計

画を作成し，震災被害に対する地域の「脆弱性」を考慮

した上で，分析対象地域をさらに町字単位に分割した主

成分分析を用いて定量的な被災状況の定量的評価を行っ

た．心疾患患者，脳血管疾患患者，及び透析を必要とす

る人を震災時に緊急援助を必要とする人とし焦点を当て

分析した，KBD データを用い，災害弱者を町字単位で

把握することで，災害で実際に被害を受ける可能性のあ

る人数を定量的に分析した．災害の脆弱性を軽減するた

めにはコンパクトシティの高度化や，高齢者の生活空間

の改善等，まちづくりへの取り組みが必要でる一方で，

人口減少社会においても，適切なインフラ整備水準を維

持することも必要であると示唆した．  

森崎ら 8)は，小松市梯川における外水氾濫時を想定し

た際に CWAP 等の避難行動要支援者がどのような状況

下に陥るのか，身体的特性別に状況把握を行うことで，

乳幼児や要介護認定者，85 歳以上の高齢者といった属

性別の避難行動要支援者がどのような浸水想定に何人程

度見舞われるかを推定し，被災実態を明らかとした．町

字単位での避難行動要支援者の把握を行うため，平成

27 年度国勢調査，小松市より提供いただいた健康デー

タ、KDBデータの3つを用いた．避難行動要支援者を要

介護認定者，85 歳以上の高齢者，避難行動が困難であ

る疾患を持つ者，0~4 歳の乳幼児都市、梯川氾濫時に避
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難行動要支援者のうち 65％が浸水に見舞われることが

わかった．また，最も深い浸水想定階級が「2~5m 未満」

であり、その中の居住者が順に 14.43人，11.32人，29.12

人，49.68人であった． 

水害における避難の既往研究の多くは，避難する住民

の意思決定に着目したものであり、避難情報提供方法に

着目したものは見当たらない．また，災害において

KDB データを用いた基礎的把握を行うものは存在する．

しかし，地震や水害において，それを基とし細分化され

た避難情報提供法を用いる避難計画はない．本研究は健

常者と避難行動要支援者では避難に必要な時間に明らか

な差があることに着目して，年齢や身体状況といった居

住者の属性や地域特性を考慮し細分化された、人的被害

を軽減する新たな避難計画を手案する． 

 

 

3. 分析概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 分析対象者と危険度イメージ 

 

表-1 避難行動において困難な疾患 

 

(1) 分析対象 

 石川県小松市内にある河川の内，最も規模の大きな浸

水想定がなされている河川は梯川であり，本研究では，

梯川を分析対象とする．また，小松市梯川の水防箇所で

あり，洪水の安全な流下に支障となる横断工作物である

小松新橋付近，河口より5.00km，左岸の想定破堤点とし

た． 

小松市は，人口108358人，面積371.05km9)の石川県西南部

の中核を担う地域であり，平成30年1月における75歳以

上の居住者は14815人である10)．また，分析対象者は避

難行動要支援者であり，金沢大学医薬保健研究域保健学

系の教員による助言をもとに定義されている森崎らの概

要集8)を参照し定義した．図-1に避難行動要支援者の対

象と危険度のイメージ，表-1に避難行動において困難な

疾患を示す．要介護認定1∼5を受けているものは身体的

な自立度と認知的な自立度からレベルが決定されるが，

要介護認定1以上を受けた者は避難行動時に困難を強い

られると考えられるため分析対象とした．また，85歳以

上である高齢者は加齢とともに身体的に虚弱状態である

可能性が高く，この状態を「フレイル」というが，85歳

以上となるとわずかな段差を上がることもできないこと

もある．災害時に速やかな避難が困難になると想定でき

るため分析対象とした．避難行動時において困難を要す

る疾患者としては，筋骨格系及び結合組織の疾患は，避

難時の歩行といった移動が困難であると考えられ，循環

器系及び神経系の疾患は後遺症として身体的不利となる

影響があると考えられるため避難行動において困難を要

する疾患として定義した 

 

 (2) 使用データ 

a) 国民健康保険データベース(KDBデータ) 

 分析対象者を町字別に把握を行う為，KDBデータを

用いた．KDBデータは各自治体が管理し，要介護度や

疾患等の患者の詳細なデータが記載されている医療ビッ

クデータである．本研究の分析には石川県小松市の後期

高齢者を対象としたKDBデータのうち「厚生労働省様

式(1-1)（図-2）」，「要介護(支援)者突合状況」と「被

保険者管理台帳」を使用する．「厚生労働省様式(1-1)」

は，「検査時に診断された疾患名」といった個人の身体

状況を把握する情報が記載されている．「要介護(支援)

者突合状況」は，「要介護(支援)度」，「利用サービス」

等の情報が記載されている．「被保険者管理台帳」は，

小松市在住の国民健康保険加入者が匿名で把握できる．．

本データ内の患者数は，国民健康保険に加入している人

のみを対象としている．後期高齢者において国民健康保

険に加入している割合は92.5％11）12）であるため，KDBデ

ータを用いることで本来の避難行動要支援者数よりも少

なく算出される可能性がある．一方で，KDBデータを 
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図-2 KDBデータ「厚生労働省様式（1-1）」の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 小松市町字別要介護認定者の分布 

 

用いることで町字単位での疾患ごとの患者数を把握でき

るため，KDBデータを用いた．図-3に小松市の要介護認

定者の分布を示す．北西部に多く分布し南部に少ないこ

とが分かる． 

b) 浸水データ 

本研究は，分析対象地である石川県小松市内に存在す

る河川の外水氾濫時を想定する．本分析では，破堤点や

破堤からの時間経過の浸水範囲の広がり等の細かな情報

を必要とするため，「平成27年梯川浸水想定電子化デー

タ（図-4）」を用いる．本データは，国土交通省，北陸

地方整備局金沢河川国道事業所_梯川が管理しており，

80箇所の河口から左岸は3.20km，右岸は3.80kmよりおよ

そ200m間隔で破堤点が設けてある．また，破堤より約4

日間の浸水範囲の情報が存在する．本研究は人的被害の

軽減を考慮し，人的被害の中でも「逃げ遅れ」は比較的

破堤直近のことであるため，早期避難等の対策には破堤

後の浸水拡大の詳細なデータが必要であり，破堤後非常

に時間の離れた浸水情報は必要ではないため，本データ

の破堤後から90分までの浸水範囲の広がりを分析に用い

る． 

 

 

 

 

 

図-4 平成27年梯川浸水想定電子化データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 建物の分布 

 

c) 建物データ 

 建物データは，GIS の「詳細地図」のデータを用いた．

建物データから「一般家枠」のみを抽出しさらにGIS上

で各建物面積を算出する． 

 住生活基本計画において，「世帯人数に応じて，健康

で文化的な住生活の基本として必要不可欠な住宅面積に

関する水準」13)として「最低居住面積水準」が定められ

ており，単身世帯であれば 25ｍ2以上であるとされてい

ることから，25m2以下のデータは除外し，さらに残っ

た建物データの平均面積から 3σ以上離れているデータ

も除外した結果，45172 個のデータが抽出された．建物

データの分布を図-5に示す．分布より小松市は，北部に

多くの一般家屋があることが分かる．この建物データに

町字別避難行動要支援者を配分することで建物に居住し

ていると仮定する． 

疾患

性
別

住
所

生
年

医療
費

入院or
外来
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図-6 分析仮定 

 

(3) 分析手法 

 KDBデータを用いて町字ごとに求めた避難行動要支援

者数を建物データに分配することで，避難行動要支援

者を点で把握し，町字ごとの建物あたりの人数を算出

する．平成27年梯川浸水想定電子化データを用いて浸

水範囲の時間経過を把握し，被災する建物数から被災

人口を時間経過ごとに算出した． 

 避難行動を考える上で，避難の歩行速度や避難開始

時刻といった仮定が必要である．歩行速度は杉浦ら14)の

既往研究より順に20m/分，30m/分，40m/分と定義した．

現在の避難情報提供タイミングは，平成30年7月豪雨の

際破堤直前での情報提供であったため，本分析におい

て現在の避難情報提供タイミングを破堤5分前とした．

また，居住者は避難情報が提供されたと同時に避難を

開始するものと仮定し，仮定を図-6に示す． 

 

 

4. 避難行動要支援者の避難可能性に関する分析 

 

町字ごとの避難行動要支援者数，浸水被害を受ける

避難行動要支援者数を把握した．町字ごとに避難によ

り多くの時間を要する避難行動要支援者数が異なるた

め，町字ごとに避難に必要な時間が異なることが想定

される．しかし，現在の避難指示は面的かつ同時に情

報提供がおこなわれている． 

 そのため，本分析では，破堤点を「河口より5km，左

岸地点」と定め，破堤後の時間経過と避難行動要支援

者の避難速度を与えることで，避難に必要な時間を算

出する．その後，被害を軽減できる情報提供方法とタ

イミングを提案し，現在の情報提供法と提案手法での

被害程度の比較を行う． 

(1) 現状の被災想定 

 上述の分析仮定のもと，現在の避難情報提供タイミ

ングにおける被災想定を行った．園町，上小松町，小

寺町，白江町において破堤後 90 分までで浸水が見られ

たが，そのうち小寺町と白江町において被災者が1人未

満であったため，現在の情報提供タイミングでも十分

に対応できていると考えた．一方で，上小松町におい

ては合計約 23人，園町においては合計約 3人が避難に

間に合わない避難行動要支援者が推計された．時間経

過ごとの避難が間に合わない避難行動要支援者数を図-

7，図-8 に示す．上小松町において，避難が最も困難と

考えられる要介護認定者が約 13人と半数以上を示す． 

園町においては，85歳以上の高齢者と避難に困難な疾

患を患う者においては1人未満であり，現在の情報提供

タイミングで十分に対応で切ることが分かった． 

 

 

図-7 上小松町における破堤からの時間経過ごとの避

難が間に合わない避難行動要支援者数 
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図-8 園町における破堤からの時間経過ごとの避難が

間に合わない避難行動要支援者数 

 

 

 

 

 

図-9 避難情報提供時間を変化させた上小松町，園町の

被災者数 

 

(2) 情報提供タイミングを変化させることによる影響

評価 

上述より現在の避難情報提供タイミングでは，要介

護認定者において上小松町，園町で1人以上の避難行動

要支援者の被災者が出る．そこで情報提供タイミング

を現在より5分ずつ60分先まで早めることで早期避難を

促し，人的被害の軽減を分析した．被災人口数の推移

を図-9に示す．上小松町においては，現在の避難情報

提供タイミングでは人的被害が12.6人であるが，46分

早めることで被害を約50％削減でき，62分早めること

で全ての人的被害を軽減できることが分かった．また，

園町においては，現在の避難情報提供タイミングでは

人的被害が2.5人であるが，20分早めることで被害を約

70％削減し，1.8人の要介護認定者を救うことができ，

40分早めることで全ての人的被害を軽減できることが

分かった．町字ごとに対象とする居住者の分布や進行

する浸水範囲が異なるため，避難情報提供タイミング

の変化による軽減率は，一律ではなく町字ごとに異な

ることが分かった． 

 

 

5. まとめと今後の課題 

 

近年，日本で頻発する集中豪雨による水害では，堤

防決壊寸前で避難指示を発令するなど適切な対応がで

きず多くの人的被害が出ている．水害は災害の進行速

度が比較的緩やかであるため，被害が拡大する前の早

期避難が実現すれば人的被害を大幅に軽減することが

可能であるが，現在の面的かつ同時に提供される避難

情報では避難行動要支援者への対応が十分ではない．

そこで本研究は，「避難行動要支援者の分析」，「避

難行動要支援者の避難行動の分析」を通じて破堤点や

避難所からの距離といった地域特性や避難行動要支援

者といった居住者の個人属性を考慮した町字ごとに細

分化された送気避難情報提供により，人的被害の軽減

を目指した． 

対象を石川県小松市を流れる一級河川梯川都市破堤

点を河口より 5km，左岸地点に設定し上小松町と園町

における送気情報提供による効果を推計した．本研究

により，小松市の避難行動要支援者は梯川が流れる東

部ではなく，小松市北西部に多く居住していることが

わかった． また，上小松町の要介護認定者においては，

現在よりも避難情報を 35 分早く提供することで被害を

約 23％削減し，2.9 人の要介護認定者を救うことができ，

50分早めると 62％減少し，7.81人，55分早めると 82％

の 10.3 人の要介護認定者に人的被害を軽減できること

が分かった． 

園町は要介護認定者のみが 1.0 人以上の被災想定であ

り，要介護認定者においては，現在よりも 20 分早く避

難情報を提供することで，被害を約 70％削減し，1.7 人

の要介護認定者を救うことができ，40 分早めることで

全ての人的被害を軽減することができ，同じ梯川近隣

の町字においても，必要な避難時間が大きく異なるこ

と，現在の避難情報提供では避難行動要支援者への対

応が不十分であることが分かった． 

 町字ごとの避難に必要な時間や避難行動要支援者数

の居住者数，建物分布を把握することで，その町字に

合った水害対策，情報提供を行うことで人的被害を軽

減することが出来る． 

 

 今後の課題として，本研究は，建物から避難所まで

での距離を歩行時間で除すことで避難時間を算出して

いる為，分析結果が距離と歩行時間によって大きく影

響を受ける．既往研究より今回は，要介護認定者を

20m/分，85歳以上の高齢者を30m/分，避難行動に困難な

疾患を患う人を40m/分と定義したが，定義した速さで

の避難や，歩行の限界距離等の情報が不十分であるた

め，アンケートや実際に歩行実験などを行うことでよ
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り正確な避難行動要支援者の歩行速度や歩行限界距離

といったパラメータを求める必要がある．さらに今回

は最寄りの避難所に避難した場合を想定している為，

避難所の収容可能人数を考慮されていないため，距離

だけでなく，避難所の容量も考慮に入れる必要がある．

また，本分析では浸水範囲の身を考慮しているが，流

速や新推進も考慮した分析を行う必要がある． 
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ANALYSIS ON THE EFFECT OF PROVIDING INFORMATION TO 

EVACUATION ACTION REQUIRING SUPPORTERS,CONSIDERING THE TIME 

COURSE OF LARGE FLOOD DAMAGE 

 

Kazuhiro NAGAKI, Yuma MORISAKI, Makoto FUJIU, Jyunichi 

TAKAYAMA, Kiyoko YANAGIHARA,Tatsuya NISHINO, Masahiko 

SAGAE, Hikaru SAMUTA, and Kohei HIRAKO 

 
In recent years, in large-scale disasters frequent in Japan, damage to supporters requiring evacuation action 

is enormous. Unlike sudden disasters such as earthquakes, flood damage can be predicted based on data, 

and although the speed of disasters is relatively moderate, it will suffer as much damage as well. However, 

at the time of flood damage, if early evacuation can be done before the damage expands, human damage 

can be drastically reduced. Therefore, in this analysis, the purpose is to reduce human damage caused by a 

new segmented evacuation information provision method, considering of correspondence to people who 

need more time to evacuate, we focused on physical conditions and regional characteristics. Through this 

analysis, it was possible to grasp the actual condition of the damage when it was inundated at the 1 breakage 

point of the river, which is the first class river flowing through Komatsu city, Ishikawa prefecture and the 

influence by town letters by changing information provision became clear. 
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